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イギリスでの移民問題の発端とは 

―ブレア政権下で起こった変化― 

 

17L006 樋口 知成 

はじめに 

2016年6月23日にイギリスがEU（欧州連合）から離脱するか、残留するかを決する国民

投票が行われた。この投票の結果はイギリス国民だけでなく、世界中の国々が固唾をのん

で見守った。結果は離脱賛成が1741万742（17,410,742）票で51.9%、残留賛成が1614万

1241（16,141,241）票で48.1%1）となり、イギリスがEUから離脱することが決定した。投

票率は72.1%であった。そして、イギリスは2020年1月31日（イギリス時間）に正式にEU

を離脱した。この結果にはイギリスの人々だけでなく、世界中の人々が驚いた。なぜなら、

イギリスがEUから離脱することは多くの人が想定していなかったからである。2）EUに加

盟している国々は、シェンゲン協定3）に基づき人、モノ、お金の移動が自由であり、貿易

する際にも関税がかからない。また、本来自国から他国へと移動する際にはパスポートを

必要とするが、EUに加盟している国同士の移動では加盟国の国民はパスポートなしで国境

を越えることが可能となる。イギリスは例外措置として、このシェンゲン協定には参加し

ていない。しかしながら、EUのメンバーの一国であるイギリスは、少なくとも経済的側面

において多くの恩恵を享受してきた。それにも関わらず、イギリスの国民はEUから離脱す

ることを選んだ。 

本稿では、なぜイギリスがEUを離脱することを選んだのか、その過程およびその過程で

生じた諸原因について論じる。著者はこの分析において、イギリスがEU離脱に進む転換期

は2004年のブレア政権の政策が大きく関わっているのではないかと考える。つまり、東欧

10か国のEU加盟にあたっての移民政策に関する当時のブレア政権の政策が、その後のイ

ギリスの保守化の引き金となったということである。本稿は、2004年のこの移民政策の決

定からイギリス国内での移民の状況がどのように変化したのか、それを受けてイギリス国

民が示した態度に注目して論じていく。 

これまでの研究では。イギリスがEUを離脱した主な原因として「主権問題」や「移民問

題」、「安全保障の問題」などが挙げられている。 

主権問題とは、EU法が各国の法律よりも優位性があるため、各国で法律を制定するとき

はEU法に反しない範囲でのみ新たな法律が制定可能であることに起因する。そして、年々
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EUの権利は拡大しているため、各国の主権は年々小さくなっている。イギリスではそれに

反発し、EUの権限は拡大しすぎている、という意見が広がった。4） 

移民問題は、イギリスに多くの移民が来たことによって発生した、または発生する恐れ

が生じたさまざまな問題である。EUでは、原則として移動の自由を認めているためEU加

盟国の市民であれば、もしくはEU加盟国に一度入国してしまえば、国境を越える際にパス

ポートの提示の必要がなくなる。EU内では経済的格差が生じており、EU内における発展

途上国（主に東欧）出身者は、経済的利益を求めて経済的に発展した国（主に西欧）へと

仕事を求めてやってくる。イギリスでは、多くの市民が「移民の数が多すぎる」と感じて

おり、それに伴って「自分たちの仕事が奪われてしまうのではないか」、「自分たちの文化

や制度が脅かされるのではないか」と危惧し始めたことで起こった問題である。5） 

安全保障の問題は、移民問題から派生した問題である。この問題は、パリで2015年1月

に起こったシャルリ・エブド事件後からイギリスにおける移民をめぐる議論で重きが置か

れるようになった。シャルリ・エブド事件とは、フランス国籍を持ち、イスラム過激派に

加わって武装した兄弟が、パリに拠点をおく新聞社シャルリ・エブドの事務所を襲撃した

ものである。さらに、同じくパリ市内のユダヤ食品店等でも別の犯人による襲撃があり、

シャルリ・エブド社の編集者らと合わせて17名が犠牲となった。6）先述の通り、EUでは原

則として移動が自由に行える。つまり、テロを起こした人やテロを画策している疑いのある

人がEU外からEU内へと一度入ってしまえば、彼らを発見すること、逮捕することは容易で

はなくなってしまう。EUでもテロ対策を講じてはいるが、テロ問題の解決を期待できる対

策はいまだに作られておらず、イギリスがEUを疑問視する一因となっている。7） 

そのほかの先行研究についても、イギリスの各地域（イングランド、ウェールズ、スコ

ットランド、北アイルランド）での残留派と離脱派へ投票した割合の違い8）や、投票した

人々の年齢、学歴、社会階級、人種などにおける残留派と離脱派の違い9）を始めとして、

さまざまな観点から2016年のイギリスのEU離脱が論じられている。 

本稿では、移民問題に焦点を当てていく。先行研究においては移民問題に関してさまざ

まな視点から議論すべき点が指摘されているが、移民問題の発生時期やその理由・原因を

直接的に議論する研究は見受けられず、この研究を通して明らかにしていく。 

 本稿の構成としては、第一に保守政権である1980年代のサッチャー政権について論じて

いく。サッチャー政権での政策がその後の1990年代のブレア政権での政策に影響を及ぼし

ていると考えるからである。第二にリベラル政権であるブレア政権発足時の政策について

論じていく。第一で論じたサッチャー政権における政策とブレア政権発足時の政策におけ

る相違点について具体的に論じることで、EU域内であるイギリスの移民政策の転換点にお

ける政治的状況を探る。第三に第二期ブレア政権での政策とその後の影響について考察す
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る。2004年の政策決定がその後の政治およびイギリス国民に与えた影響について具体的に

論じていく。本論文は、この3つの要因から、著者なりにイギリスのEU離脱の原因を探り、

論考するものである。 

１．サッチャー政権での政治的課題 

著者は2016年のイギリスのEU離脱の是非を問う国民投票において、離脱派が多数とな

った転換点は2004年にあると考える。当時、政権を握っていたのは左派労働党のトニー・

ブレア（Tony Blair: b.1953）首相であるが、その政策における選択は、その後の保守化の

流れを促す重大な転換点でもある。リベラル政権に派生する保守化の流れを考察するにあ

たり、ブレアの2代前にあたるサッチャー保守党政権について見ていく必要がある。 

―サッチャー政権（1979年から1990年）― 

マーガレット・サッチャー（Margaret Thatcher: 1925-2013）がイギリスの首相に就任

した1979年のイギリスは、経済的に窮地に追い込まれていた。1970年代を通して、イギリ

ス企業の国際競争力が弱体化し、輸出量が減少する中で輸入量が増加した。それまで、イ

ギリスは原材料を輸入し、工業製品を輸出する加工型貿易の形態をとっていたが、工業製

品の輸入も増加したことにより、輸出量が輸入量よりも少なくなってしまった。そのよう

な経済状況の中でサッチャー首相はインフレの改善を最重要課題として、マネタリスト的

通貨調整を行おうとした。その一方で、失業は二次的課題とみなされ、長期的にイギリス

経済が回復していけば、失業問題は改善されていくというスタンスをサッチャーはとった。

10）そして、もう1つのサッチャー政権の特徴は、財政赤字の削減であり、従来の福祉国家

政策の全面的な見直しであった。11） 

さらに、イギリスのターゲティング12）はサッチャー政権以降、ジャパナイゼーションと

呼ぶことができるだろう。サッチャー政権では積極的に外資系企業をイギリスに誘致した。

その企業誘致された国の1つが日本であった。13）特に日本の自動車産業が対象であった。

それは、世界の当時の動向が少品種大量生産のフォーディズム14）から、市場に細かく対応

しようとするファイン・チューニング、あるいはその生産システム表現である多品種中量

生産のリーン生産に変化していた。その中で、組立産業である自動車産業はこの変化が顕

著であり、当時の日本の自動車産業は世界の先頭に立っていた。15）そのため、サッチャー

政権は日本の自動車産業（日産、ホンダ、トヨタなど）をイギリスへと誘致し、その結果

日本企業の持つ慣習（単一組合、OJTなど）が根付いていった。 

さらに、イギリスはジャパナイゼーションの影響を受ける一方で、アメリカナイゼーシ
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ョンの影響も受け始めた。雇用の流動性、ドライな労使関係、資本のより急速な移動（M&A

の増加、特に敵対的M&Aの増加）に象徴される経済の波、いわゆる市場原理の傾斜がアメ

リカだけではなく、イギリスにまで影響を与えた。16） 

イギリスが受けたアメリカナイゼーションの影響はほかにもある。1980年代のサッチャ

ー政権以前は、イギリス国民の間にアメリカ的な競争概念に対して抵抗する姿勢が見られ

たが、1980年代のサッチャー政権の頃からは、国民の間で競争に対する考え方が変化して

いた。おそらく、この競争への抵抗感は、イギリス国民の保守的な性格が1つの要因とし

て考えられるだろうと阿部悦夫は分析している。そのような変化に伴い、企業間でも従来

の協調関係から競争関係へと企業間関係は変化した。17）そして、その競争の風潮とともに、

新自由主義的な政権志向から国有化していた企業を民営化していった。それは、サッチャ

ー政権のメンバーであったベイコン（Robert William Bacon）とエルティス（Walter Eltis: 

b.1933）の2人によって初めて主張された考えに基づいていた。彼ら2人は国有企業の非効

率さ、それによる海外市場での競争力の低下に直面して、国有企業は競争力喪失の源泉で

あると主張した。18）そして、この考え方はイギリスだけでなく、世界的に広まっていく考

えとなった。 

つまり、サッチャー政権はこのジャパナイゼーションとアメリカナイゼーションの2つ

を巧みに利用し、それを政策に生かした政権と言える。 

結果として、1990年代のイギリスの経済状況はおおむね改善されたと言えるだろう。19）

マクロ的観点からは、失業率が10%を超えるほどの危機的状況から5%を下回るようになり、

インフレ率も20%近くから2〜3%程度にまで低下した。（図1）GDP成長率も高水準ではな

いが、2〜3%程度の一定した水準を維持している。TFP20）も0.6〜1.6%へと改善した。（表

2）さらに、イギリスの財政赤字も改善された。（図2） 
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図1 

（出典： https://ecodb.net/exec/trans_country.php?type=WEO&d=PCPIPCH&c1=GB&c2=JP） 

 

表1 TEPの成長率の推移 

 1950-62 1960-73 1973-79 1979-90 

イギリス 1.3 2.3 0.6 1.6 

（出典： https://www.mof.go.jp/pri/research/conference/zk051/zk051a.htm#seichou01） 

 

図2 

（出典： https://ecodb.net/country/GB/imf_ggxcnl.html） 
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また、ミクロ的側面からも、国営化企業の民営化は概して成功を収めたと言えるだろう。21）

例として、BSC（British Steel Corporation）の国有化と民営化による変化があげられる。

BSCは1948年に国有化され、1951年には民営化され、1967年に再度国有化されると、1970

年代から80年代にかけて財政赤字に陥った。この変化にはイギリスの政権の変化も表れて

いる。労働党は国有化を推進し、保守党は民営化を推進した。その後、1988年（保守党の

サッチャー政権時）に再度民営化されたBSCは、鉄工所の整理および閉鎖を含むリストラ

を行うなどの経営努力を行ったが、その後は最低限存続するための競争力の維持も困難と

なった。22）2019年5月に経営破綻し、同年、トルコや中国の企業への買収に向けた交渉が

行われている。 

また、サッチャー政権では、所得分配面での不平等感が増大した。23）イギリスは、資産・

所得に基づく階級的格差の大きな国とされてきたが、一方で、1970年代後半の労働党ジェ

ームズ・キャラハン（Leonard James Callaghan: 1912-2005）政権では福祉国家への傾斜に

より平等主義的な側面が強まっていた。それが80年代に入り、保守党のサッチャー政権の

下で、国民の不平等が拡大していった。24） 

総評して、サッチャー政権は、当時のイギリスの大きな問題であった経済的問題をある

程度は改善したと言えるが、その中で、イギリス国民の間に不平等が拡大したのも事実で

ある。（表3） 

 

表2 イギリス国民の当時の政治的関心事上位3件（1974〜1994） 

 1位 2位 3位 

1974（Sep） 82% 
インフレ＆物価 

23% 
住宅 

22% 
貿易同盟＆ 
ストライキ 

1978（Aug） 63% 
インフレ＆物価 

55% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

27% 
移民&人種関連 

1982（Sep） 87% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

32% 
インフレ&物価 

13% 
犯罪、法律、命令& 
暴力行為 

1986（Aug） 71% 
工場閉鎖、 
産業の不足、失業 

35% 
貿易同盟& 
ストライキ 

25% 
核兵器、核戦争& 
軍備撤廃 

1990（Sep） 35% 
防衛、国際テロ& 
外国情勢 

30% 
インフレ&物価 

29% 
NHS&医療保険 

1994（Aug） 62% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

36% 
NHS&医療保険 

33% 
犯罪、法律、命令& 
暴力行為 

（出典：https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/issues-index-trends-1974-1987 

https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/issues-index-trends-1988-1997） 
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サッチャー政権では、表2が示すように国民の関心ごとに目を向け、その問題ごとに対

処していたことがうかがえる。そして、この表2が示すように、当時のイギリス国民の関

心ごとには、「移民」は含まれていなかった。サッチャー政権時、イギリスはEC（欧州共

同体）のメンバーであったが、人、モノ、サービスの移動の自由を認めたマーストリヒト

条約は未だ批准されていなかったことが、「移民」問題が主要な関心事に挙げられない要因

の１つであると考えられる。 

一方で、サッチャー政権から次に論じていくブレア政権（1997年〜2004年）で中心に議

論されてきたのは、「人の移動」問題の対象は、「移民」（=労働移民）ではなく、難民であ

った。 

２．第一次労働党政権 

1997年5月にジョン・メージャー（Sir John Major: b.1943）保守党政権に代わって、労

働党党首であったトニー・ブレアがイギリスの首相となり、政権を取った。右派の保守党政

権とは異なり、労働党は左派の政党である。そのため、ブレアはサッチャー・メージャーと

続いた保守党政権に比べると、左派色の強い政策を展開していった。そして、サッチャー政

権時代に広がった不平等を乗り越えるために、ブレアは「第3の道」を掲げた。この第3の道

は、1998年に発行された、「第3の道―新世紀に向けての新しい政治」というパンフレットに

示されている。そのパンフレットによると、「第3の道」とは、「自由主義」と「民主社会主

義」を、それぞれの難点―市場を偏重するネオリベラリズムが巻き起こしてきた社会の分極

化、犯罪の増大、教育の失敗、生産性の低下など、そして国家を中心に据える旧来の社会民

主主義が招いてきた財政の肥大、過度の集権や官僚主義など―を克服しつつ、社会民主主義

をさらに「近代化=更新」しようとする立場である。さらに、ブレアは「価値の平等」、「機

会の平等」、「責任」や「コミュニティ」を「第3の道」が重視すべき価値として挙げている。

また、「第3の道」は福祉国家のもとで形成されてきた「依存文化」を脱却する必要性を強調

し、福祉国家に代わるべき国家は、「人的資本」を育成すべき「投資国家」であるとしてい

る。25） 

しかし、ブレア首相は大きな変革を打ち出すのではなく、手堅く政権運営を開始した。

経済運営の基本的なありかたに関して、それを政治抗争のネタにならないようにルール化

し、個々の経済・財政政策についても、前保守党政権のそれを継承したからである。その

ほかの経済政策については、ユーロには当面の参加を見合わせる、公共支出を2年間凍結

し、教育、医療費の増額についてはあくまでも慎重に、経済的にみてそうしたほうがよい

と判断された場合に実施する、とした。このように、第一期のブレア労働党に、保守党と
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の違いを見出すことは困難であった。そのため、いつブレアのもとでサッチャーやメージ

ャー時代と区別される政治が行われるのか、という疑問が浮かび上がった。26） 

移民または難民問題でブレアが最も関心を寄せたのは、イギリス国内に入ってくる難民

の数ではなく、その時点でイギリス国内にいた難民の数であった。1988年の難民の数は4,000

人であったが、1997年には32,000人まで増えた。ブレア首相は、これは前保守党政権の対

応が不十分だったことが原因だとした。そして、1999年に移民・難民法（The Immigration 

and Asylum Act, 1999）を制定した。この法では、難民申請をより早く、より効率的に行

うことでそれを合理化しただけでなく、非論理的な理由でイギリス国内に入ろうとする難

民に対してより強固な姿勢を示した。難民に対して福祉的利益を減らすことで、経済的理

由でイギリス国内に来る難民の数を抑制しようと試みた。このように保守党政権時に問題

となった難民に対して、より強固な姿勢を示していることがうかがえるが、ブレアはイギ

リスの経済にとって有益となるとして、高いスキルを持った移民は積極的に受け入れよう

とした。27） 

３．移民問題の転換期とその後 

1997年から政権を握っている労働党党首であるトニー・ブレアは2001年5月の選挙の結

果、そのままイギリスの首相となり、第2次労働党政権が誕生した。この第2次政権では、

ブレアにとって大きな変化が起きることになる。 

 前政権時に対処しようとした難民や移民について言えば、このブレアの第2期で、移民

と難民問題が政府にとって中心的な課題となった。なぜなら、難民の数が潜在的に増加し

始めたからであった。2002年の統計では、難民の数は最も高いおおよそ90,000人にまで達

した。この統計がイギリスの国家統計局（Office of National Statistics）によって公表され

ると、ブレアは2003年までに難民の数を半分にすると公言した。しかし、2004年のEUの

東方拡大によってイギリスの純移民数28）は高い数値を記録し、おおよそ250,000人となっ

た。ブレア政権は移民や難民に対して強固な姿勢で臨んでいたが、結果的に移民の数は増

えてしまった。29）（図3） 

  



敬和学園大学学生論文・レポート集 VERITAS 第28号 2021年 

－ 9 － 

図3 

(出典： https://www.ons.gov.uk/peoplepopulationandcommunity/populationandmigration/ 

internationalmigration/bulletins/longterminternationalmigrantsuk/2018) 

 

難民・移民問題に対応するためにこの第2期では、ブレア政権は移民・難民に関する2つ

の法律を制定した。1つは、2002年の「国籍、移住及び擁護法」（Nationality, Immigration 

and Asylum Act 2002）であり、もう1つは、2004年の「庇護及び移民法」（the Asylum and 

Immigration Act 2004）である。まずは、2002年に制定された法についてみていく。この

法では、イギリス国内に入ってくる難民を注視しており、特に入国拒否した難民の排除と

コントロールを中心に定められていた。2004年の「庇護及び移民法」はこれまでの法律（1999

年と2002年の移民・難民法）を踏まえており、2002年の法を修正し、改善した。当初、こ

の法は議論の余地が存在すると考えられた。それは、同法の2項で、「もし、難民がビザや

パスポートを所持していない、もしくは偽物の書類を提出したら、最大2年の刑務所行き

の有罪である」と述べている点である。しかし、難民の地位に関する条約の31項で亡命申

請を追求するために偽物の書類を使ってある国に入ろうとする難民を処罰すべきではない」

と述べている。つまり、この2004年の「庇護及び移民法」は、国際的な法律や条約に反し

ている部分が存在したということである。実際に、2004年の法の2項に基づき、数百人の

移民が有罪判決を言い渡された。そのほかにも、2004年の法では難民に対して保証されて

いた支援（特に福祉的支援）を制限した。30） 

ここで、大きな変化の1つである2004年のEUの東方拡大について概観する。それは、2004

年に東欧の10カ国（エストニア、キプロス、スロバキア、スロベニア、チェコ、ハンガリ

ー、ポーランド、マルタ、ラトビア、リトアニア）が同時にEUへ加盟をしたことである。
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この変化に伴い、当時のEUの加盟国数は15か国から25カ国へと一挙に増えた。先述のと

おり、EUではマーストリヒト条約の批准により、人の移動が国境に関係なく自由に可能と

なっている。そして、現在でも同じことがいえるが、東欧の国々と西欧の国々では、経済

状況に大きな違いがある。そのため、2004年にEUへ加盟をした東欧の10カ国出身の人々

には、労働とより良い賃金を求めて、非常に多くの人が西欧の国々へと移動する可能性が

考えられた。そのような人たちは、自国の人々が就きたがらないような単純な労働や危険

な労働でも、進んで就くとされた。そこで、EUは特別な措置を発表した。それは、新たに

EUへ加盟した東欧10カ国からの移民に対しては特別に移民の数を制限してもよいという

内容のものだった。この特別措置の期間は7年間であった。もし、あまりにも多くの移民

が到来した場合でもその国の政府はマーストリヒト条約の内容に基づき、移民たちを自国

民と同じ待遇で扱わなければいけないというのが従来の原則である。そのようなことが起

きれば、その国の政府は新加盟国からの移民対応に追われてしまうだろう。実際に、2004

年以降のイギリスで医療、住居等の受け入れの不備が起こり、さまざまな社会問題が発生

した。また、移民増加に伴い既存住民による社会給付手当（年金、医療等）の負担が増す

恐れもある。31） 

EUが設定した7年間の制限措置はそれを防ぐための特別な措置であった。しかし、当時

のブレア首相は、その措置を行わず、新たに加盟した東欧の10カ国の人々に国境を開放す

ることを選んだ。つまり、ブレアは移民の数を制限しなかった。 

当時のイギリス経済は15年間も成長を続けていて、雇用状況に逼迫感が生じていた。そ

のため、ブレア首相はこのEUの東方拡大を労働者の不足を解消する絶好の機会と捉えた。32）

東欧からの移民がイギリスでの非熟練労働に従事してくれるとブレアは考えた。33）これが

移民の数を制限しなかった理由である。加えて、イギリス内務省の誤った推測がこの判断

を後押しした。内務省は移民の数を制限しない場合に、東欧からの移民数は年間5,000人か

ら13,000人になるだろうと予測した。そのため、東欧からの移民の数が急激に増えること

はなく、政府としても対応に困ることはないだろうと考えた。しかし、実際には年間約127,000

人もの移民がイギリスへとやって来た。34）（図3） 

これにより、国民の移民に対する態度が変化していった。2004年以前は国民の政治的関心

ごとの中で「移民」は大きな問題ではなかった。しかし、この2004年のEUの東方拡大に伴

う移民の数の急増により、2004年から国民の政治的関心ごとに「移民」が大きな位置を占め

るようになっていった。そして、2004年以降は、国内の状況に応じて国民の移民に対する関

心度は変化しているが、いついかなる時も強く意識されている問題となった。（表4） 
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表3 イギリス国民の当時の政治的関心事上位3件（1998〜2014） 

 1位 2位 3位 

1998（Aug） 17% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

13% 
経済&経済状況 

12% 
医療保険 

2002（Sep） 23% 
防衛、国際テロ& 
外国情勢 

15% 
医療保険 

12% 
犯罪、法律、命令& 
暴力行為 

2006（Aug&Sep） 28% 
移民&人種関連 

22% 
防衛、国際テロ& 
外国情勢 

11% 
犯罪、法律、命令& 
暴力行為 

2010（Aug） 61% 
経済&経済状況 

30% 
移民%人種関連 

24% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

2014（Aug） 38% 
移民&人種関連 

32% 
経済&経済状況 

26% 
工場閉鎖、 
産業の不足&失業 

（出典: https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/mori-political-monitor-august-1998 

https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/mori-political-monitor-september-2002 

https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/ipsos-mori-political-monitor-august-september-2006 

https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/issues-index-2007-onwards） 

 

これを受けて、ブレア政権は対策を講じた。翌年の2005年に「入国管理5ヵ年計画」を

策定した。内容は熟練労働者の受け入れは推進していく一方で、非熟練労働者の受け入れ

を制限するというものであった。これは2004年のEU東方拡大によりイギリスへ来た移民

の多くは単純労働に従事していたため、これを制限しようとして作られた政策と考えられ

る。しかし、この政策は急増していた移民の数を制限する解決策とはならなかった。35） 

さらに、もう1つの大きな変化であるイラク戦争への参加についてみていく。ブレアは

当時のアメリカ大統領のブッシュ（George Walker Bush: b.1946）と良好な関係を築くた

めクリントン（William Jefferson Clinton: b.1946）と同様に「英米特別関係」を支持しよ

うとしていた。この関係は、19世紀末以来長く英米の間で築かれてきたものだが、アメリ

カで発生した9・11の後にとりわけ顕著にみられる。この事件発生後、EU各国の首脳がア

メリカに対して哀悼の念と連帯の意志を表明した。ブレアはこれを発端としてアメリカが

孤立主義に陥り、政治的・軍事的に単独行動に出ることを恐れていた。そのため、ブレア

は各国の首脳と話し合い、アメリカを孤立させずにヨーロッパとの関係を取り持つ道を模

索した。36） 

ブッシュのアフガニスタン攻撃後、開戦が避けられなくなると、イギリスはアメリカと

行動をともにした。37）それを不安に感じたブッシュは、それではブレア政権が崩壊しかね

ないので、イギリス軍は戦火が止んだのちに平和維持軍としてイラク入りしてもらってか
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まわない、と説得を試みたが、ブレアはそれらを聞き入れなかった。結果的に、ブレアが

支払った政治的コストは多大であった。38） 

１．イラク戦争を通してブレアの影響力は、それほど大きなものではなかったこと。 

２．イギリスの参戦は―情報機関など一握りの人々の情報に基づき―もっぱらブレア自

身と首相官邸が決定した。 

３．ブレアは2002年9月にイラクに関する政府文書を公表し、そのなかで「イラクは45

分以内にWMD39）を配置に着けることができる」といい、サダム・フセイン40）の脅威

を煽り立てた。 

４．イラク戦争によって、労働党の党員や議員の間に深い亀裂が走った。 

５．ブレアのイラク戦争への参戦は、アメリカとヨーロッパの間に架橋するという戦略

が破綻したことを意味した。41） 

これにより、ブレアのイギリス国内における支持が低下し、イラク戦争参戦の責任を追

及される事態に発展した。（図4） 

 

図4 ブレア首相の支持率比較（2000と2004） 

（出典: https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/mori-political-monitor-analysis 

https://www.ipsos.com/ipsos-mori/en-uk/mori-political-monitor-november-2000） 

 

―第三次労働党政権― 

 第3次ブレア労働党政権はイラク戦争参加の責任をブレア首相が追及されており、外交
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のみならず国内政治に大きなインパクトを与えていたことを見ることができる。42）佐藤進

は、ブレア第3期の公約について以下の通りまとめている。 

第1章 （機械社会における上昇的繁栄と経済）（PP.14-209） 

第2章 （教育）（より以上の、児童のグレードの作成）（PP.30-41） 

第3章 （犯罪と安心の安全な社会）（PP.42-55） 

第4章 （国民保健サービス（私たちのNHS）－すべての人に無料、各人に個人に即し

た医療―）（PP.56-67） 

第5章 （高齢者に、安定した今日、将来に備えて）（PP.68-74） 

第6章 （家族―仕事、家庭における選択と支援）（PP.74-81） 

第7章 （国際政策―安定、継続的な強力な国家を、そして、適正な世界を―）（PP.82-91） 

第8章 （生活の質について―すべての人に対する美徳を―）（PP.92-101） 

第9章 （民主主義―委ねられた権力と、権力を？れた市民を―）（PP.102-112）43） 

以上が、佐藤がまとめていたブレア政権の公約の基本的構成である。そして、佐藤は、

これらの公約は極めて内向きであることに注目した。 

 佐藤が分析しているように、第3期のブレア労働党政権は、自身の政策により広がった

国民の不満を少しでも払拭しようとしていたことがうかがえる。その国民の不満の1つは

2004年のEUの東方拡大に伴うEU圏内からの移民の数が急増したことが挙げられる。当時

のブレア首相に関わらず、労働党は左派色の強い政権である。そのため、上記に記した政

策は労働党の目指した政策とは異なっているが、当時のブレア首相はこのように対処をし

なければならなかったほど、国民の声が大きく、無視できないものになっていたのだと考

えられる。 

 この第3期も前期と同様に移民と難民問題が中心的問題であり、ブレアは指紋認証と顔

認証実施に加えて改革されたビザシステムを導入することによって、そのシステムを修正

することに集中した。2006年には「移民、庇護及び国籍法」（the Immigration, Asylum and 

Nationality Act 2006）を制定した。2004年から2006年までの間に難民申請の数は3分の2

ほどまで減ったが、この法律では以前の法律よりも多くの権利が難民に保障されていた。

この法での変化は以下のとおりである。44） 

・難民はテロ組織またはテロの企てに関係がない限り、すべての公訴権を有している。 

・出入国管理官は相当な理由なしに最大7日間、旅券を差し押さえる、または引き留める

力を有している。さらに、第28項では生体認証のために難民の指紋採取を許可している。 

・国務長官はイギリス国籍をはく奪することがイギリスの公共の利益になるならば、二

重国籍の人からイギリス市民権をはく奪することが可能である。 

・生体認証が導入される。45） 
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2006年には、「ポイント制度：移民をイギリスのために役立てる（A Points-Based System: 

Making Migration Work for Britain）」が作られた。その名の通り、この制度は、より高い

スキルを身に着けている移民ほど、多くのポイントを獲得することができ、イギリスに移

住する多くの機会を有しているというものであり、イギリス社会に貢献するだろう移民（高

いスキルを見つけている移民）と必要な時に労働力不足を解決するために有益であろう移

民（低スキルな移民）とを区別しようとしたものであった。46） 

同じ労働党のゴードン・ブラウン（Gordon Brown: b.1951）に政権を引き渡す前に、ブ

レアは2007年「英国国境法（The UK Borders Act 2007）」を制定した。47）この法律では、

イギリスに入国する前にすべての移民に対して指紋採取と顔認証を行うことを必要とする

ことを認めた。難民が少なくとも12か月間刑務所に送られたなら、その難民は自動的にそ

れぞれの国に送還される。48） 

これまで、保守党のサッチャー政権から労働党のブレア政権までの移民をめぐるイギリ

ス国内状況を概観してきた。サッチャー保守党政権では、経済的問題が山積していて、そ

れをどのようにして対処してきたのかがうかがえる。イギリスはもともと保守的な考えの

強い国民性であるため、他国の考えを取り入れるのは容易なことではなかった。しかし、

サッチャー保守党政権の時には、それが受け入れられた。その背景には、1970年代の経済

における危機的状況を経て、ジャパナイゼーション、アメリカナイゼーションを巧みに使

い分け、新自由主義的政策を導入すると同時に、また1980年代に世界的潮流が変わったこ

とがあげられる。49）世界的潮流の変化とは、1980年以前、イギリスでは伝統的なジェント

ルマン・キャピタリズム50）によってアメリカ的な経営志向が浸透はしなかったが、前述し

たアメリカナイゼーションの影響で徐々にアメリカ的経営志向が受け入れられ始めた。そ

の中で、イギリス国民の間で競争に対する考えが変わり、アメリカ的な競争感覚に対する

抵抗が薄れていた。競争を重視する中で、企業を国有化から民営化して、市場の風に曝す

という考えが広がった。この考えはイギリスだけではなく、世界的な動向と一致するもの

だった。51）この変化が世界的な潮流の変化と考える。しかし、自国の経済を優先したあま

りに、国民間の所得において不平等感が広がり、難民の問題も出てきてしまった。それを

受けて、労働党のブレアは難民および移民の問題に取り組んでいった。ブレア政権は3期

にわたって続いたが、その任期の中でブレアは難民や移民に対しての姿勢を変えず、一貫

した政策を行っていたことがわかる。難民に対しては、これ以上の数を増やさないように

コントロールまたは制限する政策を展開し、移民に対してはそれぞれのタイプによって対

応策を準備した。高いスキルまたはより高いスキルを身に着けている移民は積極的に受け

入れようとし、そうでない移民は、難民と同様に入国者の数をコントロールする政策を展

開していった。2004年4月27日に行ったスピーチで、ブレアは「移民はイギリス経済にと
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って重要である」、「移民を通して、イギリスはより強く、より裕福な国になる」と主張し

た。さらに、同スピーチで、ブレアはイギリスにとって非常に有益であるとして国境管理

された移民の重要性を強調した。52）つまり、すべての移民を拒絶するのではなく、一部は

受け入れつつ、そのほかについては制限しようとしていたブレアの姿勢がここにうかがえ

る。この姿勢は、これまでブレアが制定してきた法律や制度にも表れている。 

 ブレアは一貫した姿勢で難民・移民の問題に取り組んできたが、2004年にEUに新規加

盟した東欧10か国の移民に対してイギリス国境を開いたことで、移民の問題がイギリス国

民の間で重要視され始めた。前述したように、ブレアはさまざまな法律や制度を制定した

が、イギリス国民の不安を取り除くことはできなかった。2016年の国民投票でBrexit（イ

ギリスがEUから離脱したことを表す造語）の要因の1つに移民が含まれているが、その移

民の問題はブレアが行った2004年の決定が移民問題の転換点であるといえるだろう。 

まとめ 

これまでにサッチャー保守党政権からブレア労働党政権までの政治的動向およびその結

果発生した問題や出来事についてまとめた。著者は今回のEU離脱の是非を問う国民投票で

問題視されていた「移民問題」は、2004年に当時のブレア首相が、新たにEUに加盟した

東欧の10カ国に対してEUが定めた、受入れ移民の数を制限してよいというEUが提言した

措置を受け入れなかったことで、その東欧10カ国、特にポーランドからの移民の数が急増

したことが発端になっただろうと考えた。それを裏付けるように、イギリスの世論調査会

社のYouGovが行った調査で2004年以前のイギリス国民の政治的関心ごとに「移民」は大

きな問題とみなされていないことが分かっているが、2004年以降の調査では、彼らの政治

的関心ごとの中で「移民」は大きな問題の１つだとみなされてきたことがうかがえる。2009

年ごろには移民問題はイギリスの政治的関心ごととして下火傾向にあったが、それはアメ

リカを発端にして発生したリーマンショックが影響している。 

 そして、2020年1月31日にイギリスは正式にEUを離脱し、2020年12月31日にイギリス

はEU規則に従うことをやめて、移動や貿易、移民や安全保障の協力関係などに関するEU

との新しい規定が施行された。53）さらに、今年はコロナウイルスの影響により、世界中の

国々がその対応に追われ、その影響は2021年でも収まる様子はない。そのため、EUから

の縛りがなくなったイギリスが今後どのようにさまざまな問題（コロナウイルス、移民問

題、経済的問題など）に対応していくか、本当に自分たちの力でうまくやっていけるのか

どうか、短期的ではなく長期的にイギリスの動向に注目していく必要があるだろう。 
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